
１　社会福祉法人定款変更の認可について

【定款について】





【定款変更の認可と届出】

　


【定款の備置き、公表】


（1）　社会福祉法人定款変更の認可について

　　

定款変更の認可については、「定款の変更（厚生労働省令で定める事項に係るものを除く。）は、所轄庁の認可を受けなければ、その効力を生じない(法第45条の36第2項)。」と規定されています。

(2)　社会福祉法人定款変更認可の事務手続について

　



　　　　　　　　　　　　　　　　






　

(3)　定款変更認可申請に係る提出書類一覧　（○印：必要となる添付書類、△印：該当する場合に必要となる添付書類）
	　　　　　　　

変更事項

　

添付書類
	事業目的の追加
	役員等定

数の変更
	基本財産の変更
	定款例に合わせた
条文整理
	備　考

	
	設置

経営
	受託

経営
	
	新築
	増改築(拡張含)
	削除
	
	

	1
	社会福祉法人定款変更

認可申請書
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	局長通知別記第１

様式第２

	2
	評議員会議事録（写）
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	原本証明すること

	3
	理事会議事録（写）
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	原本証明すること

	4
	財産目録
	○
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	当該事業にかかるもの。

内容確認資料を添付のこと。

	5
	変更後の定款
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	「変更後定款」と表示すること

	6
	現行の定款
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	「現行定款」と表示すること

	7
	添付書類目録
	○
	○
	○
	○
	○
	－
	－
	

	8
	事業計画書
	○
	○
	－
	－
	－
	－
	－
	当該事業の開始年度と翌年度分。

職員配置計画を含む。

	9
	収支予算書
	○
	○
	－
	－
	－
	－
	－
	

	10
	受託事業の概要説明書
	－
	△
	－
	－
	－
	－
	－
	

	11
	委託契約書（写）
	－
	△
	－
	－
	－
	－
	－
	

	12
	関係条例（写）
	－
	△
	－
	－
	－
	－
	－
	受託事業の関係条例

	13
	施設建設関係書類（取得含む）
	予算書又は決算書
	○
	－
	－
	○
	○
	－
	－
	施設建設にかかるもの

	
	
	補助金等の決定書（写）
	△
	－
	－
	△
	△
	－
	－
	

	
	
	助成金決定書（写）
	△
	－
	－
	△
	△
	－
	－
	

	
	
	借入金決定書（写）又は受理証明書（写）等
	△
	－
	－
	△
	△
	－
	－
	

	
	
	借入金関係書類
	償還計画
	△
	－
	－
	△
	△
	－
	－
	各年度の償還額及び

財源を記載

	
	
	
	償還金贈与契約書（写）
	△
	－
	－
	△
	△
	－
	－
	償還財源に寄附金を

あてるとき

	
	
	
	所得証明書

身分証明書

印鑑登録証明書
	△
	－
	－
	△
	△
	－
	－
	償還財源に寄附金をあてるとき、寄附者の状況

	
	
	
	各種補助要綱等
	△
	－
	－
	△
	△
	－
	－
	

	
	
	建築資金贈与契約書　（写）
	△
	－
	－
	△
	△
	－
	－
	建築費等の財源に寄附金をあてるとき

	
	
	身分証明書．

印鑑登録証明書
	△
	－
	－
	△
	△
	－
	－
	施設の建設財源に寄附金をあてる時､寄附者の状況

	
	
	残高証明書
	△
	－
	－
	△
	△
	－
	－
	

	
	
	法人の決算書
	○
	－
	－
	○
	○
	－
	－
	

	
	
	工事関係契約書、見積書、領収書（写）
	○
	－
	－
	○
	○
	－
	－
	

	
	
	不動産売買契約書（写）
	△
	－
	－
	△
	△
	
	－
	

	
	
	不動産登記事項証明書
	○
	－
	－
	○
	○
	○
	－
	

	
	
	建築確認書（写）
	○
	－
	－
	○
	○
	
	－
	

	
	
	図　　面
	○
	○
	－
	○
	○
	－
	－
	

	14
	施設長就任承諾書、履歴書及び施設長の資格を有する書類
	○
	○
	－
	－
	－
	－
	－
	

	15
	廃止事業に係る財産の処分方法
	－
	－
	－
	－
	－
	○
	－
	

	16
	事業の設置・開始届（写）又は変更届（写）等
	○
	－
	－
	－
	－
	-
	－
	

	
	事業の廃止届（写）
	-
	
	-
	
	
	○
	
	

	17
	基本財産処分承認書（写）
	－
	－
	－
	△
	△
	○
	－
	施設の移転等により、施設の新築を伴う基本財産の変更の場合においては、旧施設の土地・建物の取扱について確認のうえ、以下の例のように基本財産の処分に該当する場合は、処分前に定款に定める基本財産の処分手続について、岩手県知事の承認が必要となることに注意する。
（例）建物の取壊し、譲渡等による法人以外の者への所有権の移転、基本財産以外の区分（例：その他財産）への変更　等

	18
	その他所轄庁が必要と認める書類
	△
	△
	△
	△
	△
	△
	△
	


※事業用不動産を借用する場合には、その関係書類も必要になります。

(4)　定款変更申請の審査について　

ア　事業目的の追加　
	添 付 書 類
	留　　　意　　　事　　　項　　　等

	①社会福祉法人定款変更認可申請書

［設置経営・受託経営］
	ア 必要事項が漏れなく正確に記載されているか（空欄はないか）。

イ 法人の住所は、定款及び登記簿に記載されているものとなっているか。

ウ 代表者の押印があるか。

エ 事業の種類は適切か。事業内容が、法令や関係通知に違反していないか。

・第１種社会福祉事業か。

・第２種社会福祉事業か。（公益事業にもかかわらず、第２種社会福祉事業に記載されていないか。）
・公益事業である場合は、次の（ア）～（エ）の要件を満たしていることが申請書及び議事録（写）などの添付書類から確認することができるか。
（ア）　法人が実施する社会福祉事業と関連があり、公益性があるものであるか。（例：当該事業の対象者に福祉的な支援の必要な者が含まれているか、社会福祉の増進に資するもの（福祉人材の育成、事業者や従事者への支援等）であるか等）
（イ）　収益を上げることを目的とするものでないか。
（ウ）　公益事業の経営により社会福祉事業の経営に支障を来さないか。（例：公益事業の事業規模が社会福祉事業の事業規模を超えている場合や公益事業に欠損金が生じることが明らかである場合等）
（エ）　社会福祉事業と区分して会計処理が行われるか。
・収益事業である場合は、次の（ア）～（オ）を満たしていることが申請書及び議事録（写）などの添付書類から確認することができるか。

（ア）　収益を社会福祉事業又は社会福祉法施行令第13号各号に掲げる公益事業の経営に充てることを目的とした計画となっているか。
（イ）　実施する収益事業の種類は、公益性の高い法人として、法人の社会的信用を傷つけるおそれがあるもの又は投機的なものとなっていないか。
（ウ）　収益事業の経営により社会福祉事業の経営に支障を来さないか。（例：収益事業の事業規模が社会福祉事業の事業規模を超えている場合や収益事業に欠損金が生じることが明らかである場合等）

（エ）　社会福祉事業及び公益事業と区分して会計処理が行われるか。

（オ）　社会福祉事業の円滑な遂行を妨げるおそれがあるものでないか。（例：社会福祉施設の付近において、騒音、ばい煙等を著しく発生させるようなおそれのある場合、社会福祉事業と収益事業とが、同一設備を使用して行われる場合等）
オ 内容欄の変更部分にアンダーラインが引いてあるか。

カ　事業実施に伴い指定等が必要な場合、事業所管庁から指定等が得られる見通しがあるか。（申請書及び添付書類等から確認することができるか）

	②評議員会議事録

［設置経営・受託経営］
	ア 議決に加わることができる評議員の３分の２以上が出席し、議事を開いているか。

イ 議決に加わることができる評議員の３分の２以上の同意で議決しているか。

ウ 議事録謄本（抄本）（写）には、議長及び議事録署名人の署名又は記名押印があるか。

エ 原本証明（原本と相違ない旨記載し、確認年月日、氏名、押印）を行っているか。

オ 定款変更の内容を示した議案書が添付されているか。

	③理事会議事録

［設置経営・受託経営］
	ア 議決に加わることができる理事の過半数が出席して議事を開いているか。

イ 議決に加わることができる理事の過半数の同意を得て議決しているか。
ウ 議事録謄本（抄本）（写）には、理事及び監事（定款で理事長及び監事とすることも可）の署名又は記名押印があるか。

エ 原本証明（原本と相違ない旨記載し、確認年月日、氏名、押印）を行っているか。

オ 評議員会の議案として議決されているか。

	④財産目録

［設置経営のみ必要］
	当該事業の用に供する財産及びその価格を記載した書類。
（規則第3条第2項第1号前段）　　　
　内容を確認できる書類（不動産の登記簿等）を添付すること。

	⑤変更後の定款

［設置経営・受託経営］
	ア 追加する事業が記載されているか。

イ 改正部分が定款の必要的記載事項（法第31条第１項）の場合、事実に反するものとなっていないか。

ウ 定款の必要的記載事項の全てが記載されているか。

	⑥現行の定款

［設置経営・受託経営］
	前回、定款変更した際の定款となっているか。



	⑦添付書類目録

［設置経営・受託経営］
	定款変更の内容に合わせ、必要となる添付書類が揃っているか。



	⑧事業計画書

［設置経営・受託経営］
	当該事業について、その開始の日の属する会計年度及び次の会計年度における事業計画

（規則３条第２項第３号）

	⑨収支予算書

［設置経営・受託経営］
	当該事業について、その開始の日の属する会計年度及び次の会計年度における収支予算書

（規則３条第２項第３号）

	⑩受託事業の概要

説明書
［受託経営のみ必要］
	定款に反する内容とはなっていないか。

	⑪受託契約書（写）

［受託経営のみ必要］
	契約書の内容は適正か。

	⑫関係条例　（写）

［受託経営のみ必要］
	受託の内容が条例の内容に反していないか。

	⑬

施設建設関係書類

等
	　［設置経営の場合］
	ア 予算書又は決算書、イ 補助金等の決定書(写)、ウ 助成金決定書、

エ 借入金決定書（写）又は受理証明書（写）等

オ 借入金関係書類

＊償還計画　＊償還金贈与契約書（写）　＊所得証明書、身分証明書、印鑑登録証明書　

＊各種補助要綱　　

カ 建築資金贈与契約書（写）、キ 身分証明書と印鑑登録証明書、ク 残高証明書、

ケ 法人の決算書、コ 工事関係契約書、見積書、領収書（写）、

サ 不動産売買契約書（写）、シ 不動産登記事項証明書、ス 建築確認書（写）、セ 図面

ソ　施設長就任承諾書、履歴書及び施設長の資格を有する書類

タ　事業の設置・開始届（写）又は変更届（写）等

	
	［受託経営の場合］
	ア 図面、

イ 施設長就任承諾書、履歴書及び施設長の資格を有する書類
	　


（注）　法人が、新たな事業の開始又は施設の増改築に必要な資金を得るため、基本財産を担保にして金融機関等から貸付を受ける場合には、定款変更の申請以前に「基本財産の担保提供承認」の申請【地域福祉課で処理】を行う必要があること。（ただし、一定の要件を満たす場合は、この限りでないこと。（社会福祉法人定款例　第29条第１項第３号関係））
イ　役員等定数の変更

	　添　付　書　類
	留　　　意　　　事　　　項　　　等

	①社会福祉法人定款変更認可申請書
	ア 必要事項が漏れなく正確に記載されているか（空欄はないか）。

イ 法人の住所は、定款及び登記簿に記載されているものとなっているか。

ウ 代表者の押印があるか。

エ　役員等定数の変更は、定款例に基づいて適切な数となっているか。

また、親族その他特殊の関係がある者の数は適切な数となっているか。
オ 内容欄の変更部分にアンダーラインが引いてあるか。

	②評議員会議事録
	ア 議決に加わることができる評議員の３分の２以上が出席し、議事を開いているか。

イ 議決に加わることができる評議員の３分の２以上の同意で議決しているか。
ウ 議事録謄本（抄本）（写）には、議長及び議事録署名人の署名又は記名押印があるか。

エ 原本証明（原本と相違ない旨記載し、確認年月日、氏名、押印）を行っているか。

オ 定款変更の内容を示した議案書が添付されているか。

	③理事会議事録
	ア 議決に加わることができる理事の過半数が出席して議事を開いているか。

イ 議決に加わることができる理事の過半数の同意を得て議決しているか。

ウ 議事録謄本（抄本）（写）には、理事及び監事（定款で理事長及び監事とすることも可）の署名又は記名押印があるか。

エ 原本証明（原本と相違ない旨記載し、確認年月日、氏名、押印）を行っているか。

オ 評議員会の議案として議決されているか。


	④変更後の定款
	ア 変更した役員数となっているか。

イ 定数が変更となることについて、施行時期、現役員の取扱い等の附則は適切か。
ウ 改正部分が定款の必要的記載事項（法第31条第１項）の場合、事実に反するものとなっていないか。
エ 定款の必要的記載事項の全てが記載されているか。

	⑤現行の定款
	前回、定款変更した際の定款となっているか。


ウ　基本財産の変更 （新築、増改築、削除）

	添　付　書　類
	留　　　意　　　事　　　項　　　等

	①社会福祉法人定款変更認可申請書
	ア 必要事項が漏れなく正確に記載されているか（空欄はないか）。

イ 法人の住所は、定款及び登記簿に記載されているものとなっているか。

ウ 代表者の押印があるか。

エ　基本財産の変更が正確に記載されているか。
オ 内容欄の変更部分にアンダーラインが引いてあるか。

	②評議員会議事録
	ア 議決に加わることができる評議員の３分の２以上が出席し、議事を開いているか。

イ 議決に加わることができる評議員の３分の２以上の同意で議決しているか。

ウ 議事録謄本（抄本）（写）には、議長及び議事録署名人の署名又は記名押印があるか。

エ 原本証明（原本と相違ない旨記載し、確認年月日、氏名、押印）を行っているか。

オ 定款変更の内容を示した議案書が添付されているか。

	③理事会議事録
	ア 議決に加わることができる理事の過半数が出席して議事を開いているか。

イ 議決に加わることができる理事の過半数の同意を得て議決しているか。
ウ 議事録謄本（抄本）（写）には、理事及び監事（定款で理事長及び監事とすることも可）の署名又は記名押印があるか。

エ 原本証明（原本と相違ない旨記載し、確認年月日、氏名、押印）を行っているか。

オ 評議員会の議案として議決されているか。

	④変更後の定款
	ア 基本財産の変更が正確に記載されているか。

（廃止した建物が定款から削除されているか。）
イ 改正部分が定款の必要的記載事項（法第31条第１項）の場合、事実に反するものとなっていないか。

ウ 定款の必要的記載事項の全てが記載されているか。

	⑤現行の定款
	前回、定款変更した際の定款となっているか。

	⑥添付書類目録

［新築・増改築のみ必要］
	定款変更の内容に合わせ、必要となる添付書類が揃っているか。

	⑦予算書又は決算書

［新築・増改築のみ必要］
	施設建設にかかる予算書又は決算書

	⑧補助金等の決定書（写）

［新築・増改築のみ必要］
	都道府県、市町村の補助金等の交付決定（内定）通知の写し



	⑨助成金決定書（写）

［新築・増改築のみ必要］
	日本ユニセフ協会、ヤマト福祉財団、ニッセイ財団、日本財団等の助成金交付決定（内定）通知の写し

	⑩借入金決定書（写）

又は受理証明書（写）

［新築・増改築のみ必要］
	施設建設に際し、借入等を行う場合、決定書(写し)又は受理通知書(写し)

	□　新築・増改築にかかる関係書類(施設建設関係書類)は上表の①から⑩に加えて、次の⑪から eq \o\ac(○,24)が必要であること。

⑪償還計画、⑫償還金贈与契約書（写）、⑬所得証明書、身分証明書、印鑑登録証明書、⑭各種補助要綱、

⑮建築資金贈与契約書（写）、⑯身分証明書、印鑑登録証明書、⑰残高証明書、⑱法人の決算書、

⑲工事関係契約書、見積書、領収書（写）、⑳不動産売買契約書（写）、 eq \o\ac(○,21)不動産登記事項証明書、

 eq \o\ac(○,22)建築確認書（写）、 eq \o\ac(○,23)図面、 eq \o\ac(○,24)基本財産処分承認書（増改築のみ）が必要

□  削除（事業廃止）関係書類は、上表①から⑤に加えて、次の eq \o\ac(○,25)から eq \o\ac(○,28)が必要であること。

 eq \o\ac(○,25)不動産登記事項証明書、 eq \o\ac(○,26)廃止事業に係る財産の処理方法、 eq \o\ac(○,27)事業の廃止届（写）又は認可書（写）等、

 eq \o\ac(○,28)基本財産処分承認書【地域福祉課の承認が必要】


（注）　補助事業を活用した施設等に係る増改築又は削除を行う場合には、補助事業上の事務手続きや補助金返還等が必要となる場合がありますので、予め相談してください。

エ　定款例に基づく条文整理

	添　付　書　類
	留　　　意　　　事　　　項　　　等

	①社会福祉法人定款変更認可申請書
	ア 必要事項が漏れなく正確に記載されているか（空欄はないか）。

イ 法人の住所は、定款及び登記簿に記載されているものとなっているか。

ウ 代表者の押印があるか。

エ　定款例に基づいているか。
オ 内容欄の変更部分にアンダーラインが引いてあるか。

	②評議員会議事録
	ア 議決に加わることができる評議員の３分の２以上が出席し、議事を開いているか。

イ 議決に加わることができる評議員の３分の２以上の同意で議決しているか。

ウ 議事録謄本（抄本）（写）には、議長及び議事録署名人の署名又は記名押印があるか。

エ 原本証明（原本と相違ない旨記載し、確認年月日、氏名、押印）を行っているか。

オ 定款変更の内容を示した議案書が添付されているか。

	③ 理事会議事録


	ア 議決に加わることができる理事の過半数が出席して議事を開いているか。

イ 議決に加わることができる理事の過半数の同意を得て議決しているか。

ウ 議事録謄本（抄本）（写）には、理事及び監事（定款で理事長及び監事とすることも可）の署名又は記名押印があるか。

エ 原本証明（原本と相違ない旨記載し、確認年月日、氏名、押印）を行っているか。

オ 評議員会の議案として議決されているか。


	④変更後の定款
	ア 改正部分が定款の必要的記載事項（法第31条第１項）の場合、事実に反するものとなっていないか。
イ　定款の必要的記載事項の全てが記載されているか。

	⑤現行の定款
	前回、定款変更した際の定款となっているか。





(5)　定款変更認可の様式等について

（添書のあて先は、「○○広域振興局長」。）　　　　　

（表　面）

	社会福祉法人定款変更認可申請書


	申　請　者
	主たる事務所
の所在地
	

	
	ふ　り　が　な

名　　　　　　　　　　　称
	

	
	理　事　長　の　氏　名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)

	申請年月日
	　　　　　年　　　　　月　　　　　日

	定款変更の内容及び理由
	内　　　　　　　　　　　　　　容
	理　　　　由

	
	変更前の条文
	変更後の条文
	

	
	
	
	


（裏　面）
	定款変更の内容及び理由
	内　　　　　　　　　　　　　　容
	理　　　　由

	
	変更前の条文
	変更後の条文
	

	
	
	
	


(注)　１　用紙の大きさは、日本工業規格A列4番とすること。

　　 ２　記載事項が多いため、この様式によることができないときは、適宜用紙（大きさは、日本工業規格A列4番とする。）の枚数を増加し、この様式に準じた申請書を作成すること。

　また、変更前の条文と変更後の条文を対比表とすることが困難な場合には、対比表の形式によらないことも差し支えないこと。

　　 ３　この申請書には、社会福祉法施行規則第３条第１項各号に掲げる書類を添付するとともに、当該定款変更の内容に応じ、同条第２項又は第３項に規定する書類を添付すること。

　　 ４　記名押印に代えて署名することができる。


	社会福祉法人定款変更認可申請書

	　　　　申　請　者
	主たる事務所
の所在地
	岩手県○○郡○○町

	
	ふ　り　が　な

名　　　　　　　称
	○○かい

社会福祉法人　○○会

	
	理事長の氏名
	　○○　○○　　 eq \o\ac(○,印)


	申請年月日
	令和　　年　　月　　日

	定款変更の内容及び理由
	内　　　容
	理　　由

	
	変更前の条文
	変更後の条文
	

	
	（定款の変更）

第○○条　この定款を変更しようとするときは、評議員会の決議を経て、○○地方振興局長の認可を受けなければならない。



	（定款の変更）

第○○条　この定款を変更しようとするときは、評議員会の決議を経て、○○広域振興局長の認可を受けなければならない。
	地方振興局の再編によるもの



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 岩手県指令○○○○第○○－○　号
　　　　　　　　　　　　　　　岩手県○○市○○○○○○
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社会福祉法人○○○○○会

令和○○年○月○○日付け第○○号で申請のあった定款の変更については、社会福祉法〔昭和26年3月29日法律第45号〕第45条の36第２項の規定により認可します。
　令和○○年○月○○日
　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○広域振興局長　　○○○○○　　　印

○○第○○○－○○号
                                                                    令和○○年○月○○日
　社会福祉法人○○○会 理事長　様

　　　　　　　　　　　　　　　○○広域振興局保健福祉環境部長　印
社会福祉法人の定款変更の認可について
令和○○年○月○○日付け第○○号で申請のあった定款の変更については、別添指令書のとおり認可されましたので、通知します。

なお、組合等登記令の規定による変更の登記が必要ですので、指令書の到達した日から２週間以内に行ってください。

【担当：保健福祉環境部○○○○課　○○　Tel. ○○－○○○○ 】

◇　社会福祉法（以下「法」という。）第31条で、「社会福祉法人を設立しようとする者は、定款をもって少なくとも次に掲げる事項を定め（略）、当該定款について所轄庁の認可を受けなければならない。」と規定しており、法人の設立にあたって最も基本となるもの。


　





◇　法人の定款については、平成28年改正法の施行に伴い、認可通知について、法人の自主性を尊重する観点から、「定款準則」から「定款例」へと改められ、法人の定款に記載されることが一般的に多いと思われる事項についての定款の定め方の一例となり、定款例の文言の全てに法人が拘束されるものではなくなったことに留意する必要がある。








◇定款の記載事項の種類は次のとおりである。


○　必要的記載事項　→　必ず定款に記載しなければならない事項であり、その一つでも記載が欠けると、定款の効力が生じない事項（法第31条第1項各号に掲げる事項等） ※ 内容については、法令に沿ったものであればよく、当該定款例の文言に拘束されるものではないこと。





　　［定款で定めることとされている事項（法第31条第1項）］


①目的、②名称、③社会福祉事業の種類、④事務所の所在地、⑤評議員及び評議員会に関する事項、


⑥役員の定数その他役員に関する事項、　⑦理事会に関する事項


⑧会計監査人置く場合には、これに関する事項、⑨資産に関する事項、⑩会計に関する事項


⑪公益事業を行う場合には、その種類、⑫収益事業を行う場合には、その種類、


⑬解散に関する事項、⑭定款の変更に関する事項、⑮公告の方法　　　　　       





○　相対的記載事項　→　必要的記載事項と異なり、記載がなくても定款の効力に影響はないが、法令上、定款の定めがなければその効力を生じない事項


○　任意的記載事項　 →　法令に違反しない範囲で任意に記載することができる事項








◇　租税特別措置法第40条の適用要件を満たす定款例は、別途「租税特別措置法施行令（昭和32 年政令第43 号）第25 条の17 第6 項第1 号の要件を満たす社会福祉法人の定款の例について」（平成29年３月29日　社会・援護局 福祉基盤課　事務連絡）により、示されているので参考にすること。


　ただし、租税特別措置法第40条の適用に関する事項は、各法人の判断であり、所轄庁が一律に指導するものではないこと。








◇ 定款変更にかかる所轄庁の事務としては、「定款変更の認可」と「定款変更の届出」の２種類がある。


　 「認可」（法第45条の36第2項）


定款の変更は、所轄庁の認可を受けなければ、その効力を生じない。


　　「届出」（法第45条の36第4項）


厚生労働省令で定める事項に係る定款の変更をしたときは、遅滞なくその旨を所轄庁に届け出なければならない。


　　　＊厚生労働省令で定める事項 ⇒ ①事務所の所在地の変更、②基本財産の増加、③公告の方法の変更


　　　（社会福祉法施行規則（以下「規則」という。）第4条）





◇ 定款変更の内容が「事務所の所在地の変更、基本財産の増加、公告の方法の変更」の場合は届出、それ以外の場合は認可となる。





◇ 定款変更の内容に、届出事項と認可事項の両方が含まれている場合は、届出事項を認可申請の内容に含めた形で処理することとしている。届出の際に必要な添付書類は、認可申請書の添付書類に包含されているので、事務の負担軽減の観点から行っているものである。ただし、社会福祉法人が、それぞれ別様で認可申請、届出を提出した場合には、それぞれ別に処理することとしている。


【例】


　基本財産の変更を行う場合の定款変更手続き


　（下表で「届出」に該当する事項のほかに「認可事項」に該当する変更内容を含んでいる場合は、上記のとおり認可申請の手続（認可申請で包含又はそれぞれ別様で提出）が必要になります。）


建物�
新築�
届出�
�
�
増改築�
認可申請�
�
�
削除�
認可申請�
�
土地�
新規取得�
届出�
�
�
地積変更�
認可申請�
�
現金�
増加�
届出�
�
�
減少�
認可申請�
�






◇　法人の高い公益性に照らし、その事業の運営の透明性を確保するため、計算書類等と同様に、定款についても事務所への備置き（法第34条の２第１項）及び公表（法第59条の２第１項第１号）が法人に義務付けられている。なお、公表の範囲については、個人の権利利益が害されるおそれがある部分（例：公表することにより個人又は利用者の安全に支障を来す恐れがある母子生活支援施設や婦人保護施設等の所在地）を除く。





◇　定款の事務所への備置きについては、主たる事務所及び従たる事務所において行われる必要があるが、従たる事務所については、定款が電磁的記録で作成され、従たる事務所の電子計算機（パソコン）に当該電磁的記録の内容が記録されている場合は、備置きが不要となる（法第34条の２第４項、規則第２条の５）。





◇　定款の公表については、インターネットの利用により行うこととされており（規則第10条第１項）、原則として、法人（又は法人が加入する団体）のホームページへの掲載による。





◆申請書類は正本２部、副本1部であること（正本1部は振興局保管用、もう1部は指令書として法人へ送るもの、副本1部(コピー可)は地域福祉課に送るもの）


◆申請書類を確認のうえ受理する。（添付書類は、次項「（3）定款変更認可申請に係る提出書類一覧」のとおり。）








①【法人→所轄庁(岩手県(振興局))】


定款変更認可申請書の提出





◆別項「（4）定款変更申請の審査について」に基づき、申請内容を審査する。


◆申請内容を確認するため、追加資料等の提出を求める場合がある。





②【所轄庁(岩手県(振興局))】


定款変更認可申請書の審査　





◆認可指令書案を作成し、内部決裁後、法人に指令書を送付する。


◆許認可等標準処理日数は受理日から２０日であること。


◆組合等登記令第2条第2項各号（※注）に掲げる事項に変更が生じたときは、２週間以内に、その主たる事務所の所在地を所管する法務局において変更内容の登記が必要であること。


※注：組合等登記令


（第３条）組合等において前条第二項各号に掲げる事項に変更を生じたときは、二週間以内に、その主たる事務所の所在地において、変更の登記をしなければならない。


（第２条）組合等の設立の登記は、その主たる事務所の所在地において、設立の認可、出資の払込みその他設立に必要な手続が終了した日から二週間以内にしなければならない。


２　前項の登記においては、次に掲げる事項を登記しなければならない。


 (1)目的及び業務、(2)名称、(3)事務所の所在場所、(4)代表権を有する者の氏名，住所及び資格、(5)存続期間又は解散の事由を定めたときは，その期間又は事由、(6)別表の登記事項の欄に掲げる事項（別表：代表権の範囲又は制限に関する定めがあるときは、その定め・資産の総額）


◆法第59条の２第１項第１号の規定により、定款変更について所轄庁の認可を受けたときは、遅滞なく、定款の内容を公表しなければならないので、インターネットの利用により定款を公表するように助言する。








③【所轄庁(岩手県(振興局))→法人】


定款変更認可指令書の送付





＜Ｑ＆Ａ＞


質問：軽微な定款の変更を行う場合においても、評議員会を開催して決議を経る必要がありますか。





　答：１　理事が評議員会の目的である事項（議題）について提案した場合において、当該提案につき評議員（当該事項について決議に加わることができる者）の全員が書面（又は電磁的記録により）同意の意思表示をした場合は、当該提案を可決する旨の評議員会の決議があったものとみなされます。


（「決議の省略」と呼ぶ。法第45条の９第10項において準用する一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（以下「一般法人法」という。）第194条第１項）


　２　したがって、評議員会の議案につき、評議員の全員から書面（電磁的記録による連絡方法をあらかじめ定めている場合は電子メールで）同意を得れば、評議員会を現実に開催しないことは可能です。


　３　なお、適正な手続を行ったことの説明責任を果たすことができるよう、意思表示に係る文書等のについては、議事録と同様に、その主たる事務所に10年間保存しておかなければならない。


　　（法第45条の９第10項において準用する一般法人法第194条第２項）


※「「社会福祉法人制度改革の施行に向けた留意事項について」に関するＦＡＱ」の改訂について」（平成28年11月11日厚生労働省社会・援護局福祉基盤課事務連絡　問28）








【補足情報】


○　評議員会・理事会の決議の省略があった場合の議事録記載事項は以下のとおりです。


　１　評議員会・理事会の決議を省略した（決議があったものとみなされた）事項の内容


　２　１の事項を提案した者（理事・評議員）の氏名


　３　評議員会・理事会の決議があったものとみなされた日（全評議員・全理事の同意を確認した日）


　４　議事録の作成に係る職務を行った者（理事会の場合は、職務を行った理事）の氏名





　　また、議事録を整備とともに、評議員会の場合は評議員全員の同意を確認した書面を、理事会の場合は理事全員の同意及び監事全員の異議がないことを確認した書面をあわせて保管する必要があります。





　　定款変更認可申請の際には、議事録の写しと上記した同意書等の写し、評議員又は理事・監事に当該決議事項を提案した際の書面（提案書）の写しをあわせて提出してください。





認可申請書記載上の留意事項





(1) 定款に記載されている法人の住所を記載すること。（認可申請にあわせて事務所所在地を変更する場合(届出事項)には、変更後の住所とすること。）





(2)登録されている理事長印（公印）を押印のこと。





(3) 申請書には、申請年月日を入れること。





(4) 定款変更の内容により、適宜、具体的に記載すること。





(5) 理由を明記のこと。





(6) 変更部分には、アンダーラインをひくこと。


（注）「現行の定款」、「変更後の定款」にはアンダーラインを引かないこと。





認可指令書の様式





添書の様式





組合等登記令の規定による変更登記が必要な場合に記載する。
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